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特別会計予算

　それぞれの目的のために一般会計から切り離して
経理する会計。3 つの特別会計があります。

国民健康保険特別会計 26 億 3,009 万円

後期高齢者医療特別会計 3 億 535 万円

広川防災ダム管理特別会計  3,175 万円

29 億 6,719 万円
前年度から約 0.1％

（265 万円）減

公営企業会計予算

　民間企業と同じように、収益をあげて独立採算性
をとる会計。水道事業会計、下水道事業会計があり
ます。

水道事業会計 4 億 72 万円

下水道事業会計 6 億 3,563 万円

10 億 3,635 万円
前年度から約 7.4％
（8,328 万円）減
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築
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。
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D
化
す

る
予
定
で
す
。

問総務課財政係
☎ 0943-32-1255

令和 4 年度

予算概要
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一般会計予算

　税金や保育料、地方交付税、国や県からの補助金、地方債（町の借金）などを財源として、行政サービス（福祉
や教育など）や道路整備などを行う会計。（前年度から約 9.3％、8 億 989 万円増）

人件費
・11 億 7,144 万円（12.3％）
・前年度から 3,848 万円減

物件費
・12 億 822 万円（12.7％）
・前年度から 7,800 万円増

維持補修費
・3,360 万円（0.4％）

扶助費
・19 億 5,756 万円（20.5％）
・自立支援給付費の増などにより、

前年度から 3,783 万円増

歳出（支出）
総額 95 億 3,240 万円

消費的経費
・56 億 2,725 万円
（59.1％）

投資的経費
・20 億 5,324 万円
（21.5％）

その他の経費
・18 億 5.191 万円
（19.4％）

補助費など
・12 億 5,643 万円（13.2％）

普通建設事業費・
災害復旧事業費

・20億5,324万円（21.5％）
・庁舎建設事業の工事費の

増などにより、前年度か
ら 7 億 2,179 万円増

公債費
・7億1,437万円（7.5％）
・今年度末地方債現在高
（借入残高）は 91 億
5,778 万円の見込み

繰出金
・7 億 8,273 万円（8.2％）
・国民健康保険特別会計や後期

高齢者医療特別会計などに対
し、一般会計が負担するもの

・前年度から 2,662 万円増

積立金など
・3億5,481万円（3.7％）

町税
・23 億 8,619 万円（25.0％）
・前年度から 1 億 5,434 万円増

地方財政の自主性と安
定性を確保できるかど
うかの尺度

国・県が交付したり
割り当てたりする収入

歳入（収入）
総額 95 億 3,240 万円

自主財源
・37 億 1,604 万円
（39.0％）依存財源

・58 億 1,636 万円
（61.0％）

繰入金
・7 億 454 万円（7.4％）

諸収入など
・6 億 2,531 万円（6.6％）

国・県支出金
・22 億 6,370 万円（23.7％）
・新型コロナウイルス関連事業、

子どものための教育・保育給
付、児童手当、道路整備、農
業施設整備など

・前年度から 5,295 万円増

地方交付税
・15 億 9,500 万円（16.7％）
・前年度から 5,500 万円増

町債
・ 13 億 3,250 万円（14.0％）
・庁舎建設事業の工事費増加に

伴い、前年度から 4 億 1,960
万円増

地方譲与税・交付金など
・6億2,516万円（6.6％）




